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■当資料は情報提供を目的として大和住銀投信投資顧問が作成したものであ
り、特定の投資信託・生命保険・株式・債券等の売買を推奨・勧誘するものでは
ありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成してお
りますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に記
載されている今後の見通し・コメントは、作成日現在のものであり、事前の予告
なしに将来変更される場合があります。■当資料内の運用実績等に関するグ
ラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではあり
ません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証する
ものではありません。
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出所：各種資料より⼤和住銀投信投資顧問作成

情報提供資料
2015年1⽉14⽇作成

賃⾦の下落で⽶⻑期⾦利は低下傾向

⽶国10年国債利回り
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⽶国賃⾦動向
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FF⾦利先物
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・12⽉の⽶雇⽤統計では雇⽤者数が増加して失業率が低下したものの、
賃⾦は⽐較的⼤きく下落した。

・賃⾦が下落したことで物価上昇圧⼒は強くないという⾒⽅が広がり、
⽶⻑期⾦利の低下傾向が続いた他、利上げの織り込みも和らいだ。
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